［特許出願等復興支援規則施行細則］

（様式１）（改正、平26・8・20）
特許出願等支援申請書

平成　　年　　月　　日

日 本 弁 理 士 会 会 長　殿
１．申請者の氏名又は名称、住所又は居所及び電話番号並びに法人にあっては代表者の氏名

２．申請者の住所と異なる場合の連絡先

３．申請者の職業又は業務内容

４．発明者等の住所及び氏名

５．援助を受けようとする手続

６．援助を受ける理由

（１）指定被災地域に含まれる住所又は居所を有する事実

（２）激甚災害に起因した被害を受けた事実（ただし、特に被害が大きいことが明らかな地域に住所又は居所を有する者については除く。）

７．推薦又は紹介を受けた指定機関及び当該指定機関の連絡先

　　　　　指定機関名　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　連絡先

８．公的又は私的な助成制度による資金の援助の有無

９．発明等の実施予定の有無及び実施の内容

10．希望する特許出願等の代理人の住所及び氏名

11．発明等の技術分野（※特許・実用新案登録出願のみ・該当する分野に☑）

□機械　□電気　□化学・材料　□バイオテクノロジー　□食品　□建築・建設　□環境・エネルギー

□コンピュータ・ソフトウェア　□生活用品・雑貨・宝飾　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

12．発明等の新規性の有無及びその根拠

13．発明等の内容の説明（添付書類として下さい。）

14．添付書類の目録

（１）実施計画書

（２）登記事項証明書若しくは登記簿謄本又は個人の場合は世帯全部の住民票（ただし、激甚災害に起因して取得が困難である場合は除く。）

[備　考]

１「５．援助を受けようとする手続」の欄においては、特許出願、出願審査請求、実用新案登録出願、意匠登録出願等、援助を受けようとする手続を具体的に書かなければならない。

２．「６．援助を受ける理由」の欄には、指定被災地域に含まれる住所又は居所を有する事実、及び激甚災害に起因した被害を受けた事実を簡潔に記載する

　（記載例）

　　申請者である○○○○は、指定被災地域に含まれる○○県○○市に住所を有しており、東日本大震災により被災しました。

３．「７．推薦又は紹介を受けた指定機関及び当該指定機関の連絡先」の欄に指定機関の印を受けたときは、第８条第２項の規定の適用を受けることができる。

４.「９．発明等の実施予定の有無及び実施の内容」の欄は、具体的に実施の予定がある場合にのみ記載する。

５．「10.希望する特許出願等の代理人の住所及び氏名」の欄は、援助を申請する特許出願等の手続を代理することが決まっている弁理士がいる場合にのみ記載する。

６．「12.発明等の新規性の有無及びその根拠」の欄、及び「13.発明等の内容の説明」の欄については、指定機関に相談した発明等の概要等を記載した書面であって指定機関から申請者に提供された書面の写しを添付することで、それらの記載を省略することができる。
７．「13.発明等の内容の説明」の欄には、発明又は考案については、その目的、構成、効果を、従来技術との関連で図面を用いて具体的に説明する。

８．「14.添付資料の目録」の欄に関して、同一年度内に複数回申請する場合に、先に提出した証明書の内容に変更がないときは、その旨を記載することで、登記事項証明書又は登記簿謄本（個人の場合は世帯全部の住民票）の提出を省略することができる。

９．第８条第２項により会長が認めた申請書を利用する場合、推薦又は紹介を受けた指定機関及び当該指定機関の連絡先の欄の記載を省略することができる。この場合においても第８条第２項の規定の適用を受けることができる。

１０．提供される個人情報は、申請の審査のためにのみ利用するものとする。
